１頁目に限り　　　　　　　

　　　　　　　　         　　　　　　「黒色」を塗ること。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
基盤Ａ･Ｂ･Ｃ(一般)－１
	　　　平成15年度 基盤研究(A･B･C)(一般)研究計画調書(新規)
注１. 別途平成15年度基盤研究(A·B·C)(一般)研究計画調書作成·記入要領(鶯色)を参照してください。

注２. ※印の欄は研究機関において記入してください。
	

	
	※機関番号
	

	
	※整理番号
	

	
	基盤研究
	A・B・C
	研 究
	(１)・(２)
	審査区分
	一 般
	
	
	

	
	審査
希望
部門
	分　野
	分　科
	細　　　　目
	細目番号(4ｹﾀ)

	
	
	総合領域
	科学教育・

教育工学
	　教育工学
	１６０２

	
	
	分割番号
	総合・新領域
	Ａ  ・  Ｂ
	   分割番号が付されている細目を選択した場合,
   どちらかに必ず○を付すること（「作成・記入要領」3.を参照）

	
	
	
	基盤研究（Ｃ）
	１  ・  ２
	

	
	ふりがな
	なりた　しげる　　
	所属研究機関
・部局・職
	兵庫教育大学・学校教育研究センター・教授

	
	研究代表者氏名
	　成田　　滋　　印　
	
	

	
	研究課題
	「確かな学力」を保護者と教師が支援するユビキタス遠隔指導システムの開発

	
	研究経費
   千円未満の
   端数は切り
   捨てる
	年　度
	研究経費
（千円）
	使　　用　　内　　訳　　（　千　円　）

	
	
	
	
	設備備品費
	消耗品費
	国内旅費
	外国旅費
	謝　金
	その他

	
	
	平成15年度
	4,570
	1,780
	1,500
	275
	600
	400
	15

	
	
	平成16年度
	3,490
	1,500
	950
	275
	400
	200
	165

	
	
	平成17年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	
	
	平成18年度
	　　　　 　0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	
	
	  総　計
	8,060
	3,280
	2,450
	550
	1,000
	600
	180

	
	 研 究 組 織　(研究代表者及び研究分担者)(研究分担者も、本研究計画に常時参加する者です｡)

	
	氏  名(年齢)
	所属研究機関·部局·職
	現在の専門
	学 位
	役　 割　 分　 担
(本年度の研究実施計画に対する分担事項)
	平成15年度
研究経費

	
	　成田　滋(59)
　長瀬久明(51)
　山城新吾(28)
　中村　哲(54)
　棟方哲弥(42)
	兵庫教育大学・学校教育研究センター・教授

同大・学校教育研究センター・教授

同大・学校教育研究センター・助手
同大・学校教育学部・教授

独立行政法人国立特殊教育総合研究所・情報教育研究部・室長
	教育工学

教育情報処理

教育工学

教育方法

特殊教育工学
	教育学博士

工学博士

修士(人間科学)
学術博士

教育学修士
	研究総括・企画・評価、国内外調、産学共同研究調整、
システムのデザインと実験・個人認証・個人データ管理の検討
システムのデザイン・サーバ性能実験、改良・認証システムの設計

「確かな学力」の領域検討・保護者、教師をむすぶ相互連携の配信情報のフォマット設計

「確かな学力」の領域検討・保護者、教師をむすぶ相互連携の配信情報のフォマットの改良、評価
	

	
	 合計　　5名　　(うち他機関の分担者　　1名)
	  研究経費合計(研究(１)のみ該当)
	

	
	基盤研究(A·B·C)
	研究機関名
	兵庫教育大学
	研究代表者氏名
	　　成田　滋


基盤Ａ･Ｂ･Ｃ(一般)－２
                                                                                  (金額単位:千円)

	 設備備品費の明細

	多数の図書､資料を購入する場合は「西洋中世政治史関係図書」のように
ある程度、図書、資料の内容が判明するような表現で記入してください｡
	消 耗 品 費 の 明 細

	年 度
	品　名・仕　様
(数量×単価) (設置機関)
	金　額
	品　　　名
	金　額

	15年

16年
	・ストリーミング用サーバ

　　(1台*500)　 (兵庫教育大学学校教育研究センター)
・ビデオオンデマンドサーバ

　　(1台*500)　(兵庫教育大学学校教育研究センター)・ブロードキャスト用端末

　　(1台*280)　 (兵庫教育大学学校教育研究センター)
・デジタルビデオカメラ

　　(1台*400)　 (兵庫教育大学学校教育研究センター)
・無停電電源装置

　　(2台*50)　 (兵庫教育大学学校教育研究センター)
　計
・ストリーミング用サーバ

　　(1台*500)　 (兵庫教育大学学校教育研究センター)
・ビデオオンデマンドサーバ

　　(1台*500)　 (兵庫教育大学学校教育研究センター)
・デジタルビデオカメラ

　　(1台*400)　 (兵庫教育大学学校教育研究センター)
・無停電電源装置

　　(2台*50)　 (兵庫教育大学学校教育研究センター)
　計

	500

500

280

400

100

1,780

500

500

400

100

1,500
	ライブ配信アプリケーション

指導用グループウエア

　　　　　(100ユーザー）

OSソフト(2本）
ビデオ編集アプリケーション

画像処理アプリケーション

　計

ライブ配信アプリケーション

指導用グループウエア

　　　　　(100ユーザー）

OSソフト(2本）
　計
	300

550

100

300

250

1,500

300

550

100
950



	 旅費等の明細　(記入に当たっては、基盤研究(A·B·C)(一般)研究計画調書作成·記入要領を参照してください。)

	 年度
	国 内 旅 費
	外 国 旅 費
	謝　　　金
	     そ　の　他

	
	   事　項
	 金　額
	   事　項
	  金　額
	  事　項
	 金　額
	   事　項
	 金　額

	15年

16年
	調査·研究旅費
研究打合せ旅費
成果発表

計

調査·研究旅費
研究打合せ旅費
成果発表

計
	165

55

55

275

165

55

55

275
	調査·研究旅費
成果発表

計

調査·研究旅費
成果発表

計
	400

200
600

200
200

400
	研究補助
専門的知識の提供
計
専門的知識の提供
計
	200

200
400

200

200
	会議費
計
会議費
印刷費
研究成果投稿料
計
	15

15

15

100

50

165


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

基盤Ａ･Ｂ･Ｃ(一般)－３
	 研　究　目　的
       　①科学研究費の交付を希望する期間内に何をどこまで明らかにしようとするのか、
       　②当該分野におけるこの研究(計画)の学術的な特色·独創的な点及び予想される結果と意義、
       　③国内外の関連する研究の中での当該研究の位置づけ、
　　　　　について焦点を絞り、具体的かつ明確に記入してください。

	 1）研究の達成目標
学年が進行するにつれ、学習に困難を示す生徒が増えている。特に小学校の4年生から6年生までの間は学習内容が急激に増大し、一度遅れ始めると雪だるまのように加速することが珍しくない。こうした学習の遅れという事態を悪化させないためには、早期に対応し「基礎学力」と「確かな学力」の育成に努めねばならない。

本研究は、生徒の「確かな学力」を育成するために、保護者と教師が教室外での連絡や連携を深めることを目指し、生徒の学習状況や習熟度を互いにモニターしあい、学習の遅れの兆候を発見し、そうした事態には早期に対応する措置を講じるシステムを提案することである。具体的には、保護者と教師が教室内外の多地点において、ストリーミングでの授業風景の把握や、ビデオオンデマンドを用いての授業の振り返り、携帯動画メールやIP電話を含むユビキタスな情報通信技術(ICT)を用いて、保護者と教師が相互のコミュニケーションを図れるような統合的な遠隔指導のシステムを構築し、その有用性を検証することである。

こうしたシステムは、教師のICTを応用した遠隔指導のスキルを高めることはもちろん、保護者とのICTを用いた連携が、生徒の学習のフォローに重要な役割を果たすことが期待される。文部科学省の提唱する「21世紀教育新生プラン」いわゆる「レインボープラン」によれば、わかる授業で基礎学力の向上が謳われている。そのための施策として「新世代型学習空間」の整備が取り上げられており、そこでは情報通信技術(ICT)が重要な役割を果たすと指摘されている。本研究はそうした方針に沿って企画されている。
 2）研究の独創性と予想される結果と意義
保護者が、家庭や職場、あるいは出先などで我が子や担任教師と対面で習熟度を確認し、適切に学習を援助できる機会はそう多くはない。特に、父親の家庭における子どの学習への影響力はきわめて少ない。こうした家庭の教育力が問われ、その解決方法の一つとしてICTを使った保護者への情報伝達が注目されている。

本研究は、これまでの問題解決型のICT応用の研究成果を踏まえ、学習の遅れを早期に予防するための保護者と教師のエンパワーというユビキタスなICTの汎用的な応用に特徴がある。具体的には、生徒の学習を多面的にフォローアップするために、保護者を含めた家族や親戚らと教師との相互のコミュニケーションを促進することである。それによって家庭や職場から、また出先から生徒の学習についてモバイルやIP電話を用いてモニターしあい、学習を支援することに研究の先駆性と独自性がある。

このような生徒の学習を支援するには、今や国民の大多数が保有する携帯電話やパソコン、インターネットなどの情報通信技術(ICT)を用いることはもちろん、実用化が近い携帯電話がネットワーク端末となるIP電話の利用によって、受信にかかる費用を心配することなく、映像と音声を長時間に受信することができ、授業内容を観察し、分析することができるようになる。ビデオオンデマンドも当然利用することができる。こうしたユビキタスな遠隔学習支援システムが、保護者や親戚、友人などが子どの学習を側面から支援することを可能とするところに研究の独創性と、有用な研究成果につながることが期待される。

本研究の独創性と有用な研究成果は、次のような事実に裏打ちされると考えられる。すなわち、情報通信白書によれば、インターネット利用端末は、室内でのパソコンからの利用だけでなく、携帯電話からのインターネット利用など様々な利用形態が実現されている。平成12年末におけるインターネット利用人口は大幅に増加し、世帯普及率は34.0%、事業所普及率は44.8%、企業普及率では95.8%となっている。パソコンの普及とともに携帯電話・PHS端末からのインターネット接続が2,364万人に達し、端末の多様化がインターネット利用人口の伸びに大きく寄与している。
3）研究の位置づけ
　　　通信教育や遠隔教育が盛んな欧米では、学習が困難になった生徒へのICT活用が顕著である。例えば家庭でのスクーリングで学ぶホームスクーラの数は150万人にものぼり、多くはWeb Based Training(WBT)という非同期での学習支援を受けている。わが国も日本ホームスクール支援協会などのNGOや企業が、主として不登校の生徒に対する有料の教育サービスを始めている。しかし、モバイル通信やストリーミング配信などを組み合わせた機動的で複合的なサービス提供システムはいまだみられない。本研究は、多種多様なICTを保護者と教師とに特化しながら、「確かな学力」を育成するための学習支援の方法を講ずることが狙いである。
　


	基盤研究(A·B·C)
	研究機関名
	兵庫教育大学
	 研究代表者氏名
	　成田　滋


基盤Ａ･Ｂ･Ｃ(一般)－４

（｢研究計画最終年度前年度の申請｣(公募要領13頁を参照)として新規申請する場合のみ記入）
	 特別推進研究又は基盤研究による研究計画及び研究成果
     研究代表者として行っている特別推進研究及び基盤研究のうち研究期間が４年以上で、かつ、平成15年度が最終年度に当たる研
     究課題の当初研究計画及びこの研究によって得られた新たな知見等の研究成果について具体的かつ明確に記入してください。

	研究種目名
	審査区分
	課　題　番　号
	研　究　課　題　名
	研　究　期　間

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	平成　　　年度
   　　～平成15年度

	 当初研究計画及び研究成果


基盤Ａ･Ｂ･Ｃ(一般)－５
	
	 従来の研究経過･研究成果又は準備状況等　〈Ⅰ及Ⅱを区別するため､Ⅰを記入後は点線を引いて分けてください｡〉
      Ⅰ.この研究課題又はこれに密接に関連した研究課題で、研究代表者が従来受けた科学研究費補助金の研究種目、期間
　　　  (年度)、研究課題名、研究経費を記入のうえ、それぞれの当初の研究計画、研究経過及び研究成果等について、具体的
　　 　 かつ明確に記入するとともに、その研究成果をふまえ研究をどのように発展させていくのか、また、準備状況等につ
        いて、焦点を絞り、具体的かつ明確に記入してください。
　　  Ⅱ. Ⅰ以外で、この研究課題又はこれに密接に関連した研究課題で受けた、科学研究費補助金以外の研究費(他府省·地
　　 　 方公共団体·研究助成法人·民間企業等からの研究費を含む。)におけるそれぞれの研究経過·研究成果等について、
　　　  名称、期間(年度) 、研究課題名、研究者(研究代表者又は研究分担者)氏名、研究経費を記入のうえ、具体的かつ明確に
        記入してください。

	
	I. 本研究の代表者である成田は、現在次の二つの科学研究費補助金により、代表者として遠隔教育の多目的な利用を研究中である。情報通信技術(ICT)の社会的な応用であるが、特に学校教育や生涯教育に沿った課題となっている。その課題は次の二つである。

(1) 萌芽研究

「イーラーニングによるリカレント教育が学校に不適応な教員の自己効力感に及ぼす研究」

平成14-15年度、配分合計 320万円

(2) 基盤研究(B)

「不登校児のホームスクーリングを促進する多目的遠隔教育システムの構築と評価」平成13-14年度、
配分合計540万円

　こうした研究は、いずれも学校に不適応を示す教師や生徒を対象とした、いわば問題解決への対処療法的な情報通信技術(ICT)の利用である。

　さらに、これまでICTを応用した以下のような研究を行い、成果を内外で発表してきた。

(3) 特別領域研究(A)(2)　

「現職教師支援の多目的遠隔教育・学習の方略とデザインの評価」平成13年度　配分合計 130万円

(4) 特別領域研究(A)(2)　

「小中学生のネットワーク起業家精神と資質を育成する大学教師教育とカリキュラムの高度化」平成12年度,配分合計 150万円

(5) 基盤研究(B)(2)　

「障害者の在宅就労を促す作業所基点の多目的情報ネットワーク応用に関する研究」平成11-12年度　
配分合計 620万円

　以上のような先行的な研究の成果と知見に立ち、さらに携帯電話やストリーミングなどの技術を採用してより多目的な保護者と教師への指導支援システムを開発し、その教育的な有用性を検証する。

　----------------------------------------------------------------------

II. 研究代表者の成田は、現在、地場産業でコンテンツクリエータである勝美印刷株式会社との間で、次のような課題で【産学共同研究】を実施している。なお研究費の委託金は、年間42万円である。

研究テーマ：

「オンライン教育カリキュラム開発のための「教育ベンチャー」起業を目指す共同研究」

この共同研究の目的は、以下のようにe-Learningにおける教材開発とその普及や産学官共同での実践研究学問分野の創出、さらに大学発新産業づくりとベンチャービジネスの創出がとなっている。

1) 教師教育におけるオンライン教育用(e-Learning) 教材コンテンツ開発に伴う共同研究の推進

2) 産学官共同による新しい教育実践研究学問分野の創出への貢献
3) 「大学発新産業づくり」への寄与--教育ベンチャー企業の起業
もう一つの産学共同研究の実践は、ソリューション・プロバイダーである（株)大塚商会との共同研究である。

研究テーマ：「授業配信と遠隔でのイーラーニング推進の最適環境分析」

この研究は、遠隔授業と学習を支援するストリーミングの映像と音声配信・受信の実験に関することである。これは、大学とサテライトキャンパスを結んだ映像コンテンツの学内外への最適化のための、限られた回線能力やストリーミングサーバーの検証実験が主たる研究である。こうした、実験データは、社会人学生に対する在宅学習、学校教員に対する研修などで、遠隔教育の新しい方法を提供するのに役立つことが期待されている。



	
	基盤研究(A·B·C)
	 研究機関名
	　兵庫教育大学
	 研究代表者氏名
	　成田　滋


基盤Ａ･Ｂ･Ｃ(一般)－６
	
	 従来の研究経過･研究成果又は準備状況等（つづき）

以上のように、今回の研究は、過去から現在にわたる諸研究の知見や成果に立脚して、ICTをさらに多目的かつ、広範な学校教育の改善に役立てようとするものである。具体的には、これまでの問題解決型のICT応用の研究成果を踏まえ、学習の遅れを早期に予防し、「確かな学力」を育成するための保護者と教師のエンパワーというICTの汎用的な応用に特徴がある。具体的には、生徒の学習を多面的にフォローアップするために、保護者を含めた家族や親戚らと教師との相互のコミュニケーションを促進するユビキタスな遠隔指導システムを開発し、それを検証することである。

本研究の準備状況は、以下のようなダイアグラムで表されるが、その特色は研究分担者に加え、産学協同の研究体制を敷くことである。研究分担者を内外から求めるだけでなく、代表者が共同研究をしている二つの地元企業にも研究に加わってもらい、学際的な研究に備える。
[image: image1.jpg]6517*7;?7110) 1. 78







基盤Ａ･Ｂ･Ｃ(一般)－７
	 研究計画･方法　〈Ⅰ及Ⅱを区別するため､Ⅰを記入後は点線を引いて分けてください｡〉
   Ⅰ. 研究目的を達成するための研究計画·方法を15年度と16年度以降に区分して､①主要設備(現有設備を含む)との関連､②研究代表者·
     研究分担者の相互関係(役割分担状況)(図式化する等)も含めて具体的に記入してください｡
　　 また､①高額或いは全体の研究費に比べその占める割合が高い設備備品費､消耗品費､謝金､旅費等必要とする場合､②設備備品費又は 

     研究支援者雇用費が各年度の申請研究費の90%を超える場合(公募要領10頁を参照)には､これらの費用に重点をおかなければならな
     い理由を記入してください｡さらに､海外共同研究者(公募要領8頁を参照)との共同研究を含む場合には､その必要性及びこれらの者
     とどのように共同して研究を実施していくのかについて記入してください｡
   Ⅱ. ①ヒトの遺伝子解析研究については､ヒト由来試料等の提供者､その家族·血縁者その他関係者の人権及び利益の保護の取扱について
     十分配慮する必要があること､②相手方の同意·協力や社会的コンセンサスを必要とする研究課題又はアンケート調査等を行う研究課
     題については､人権及び利益の保護の取扱について十分配慮する必要があること､③「生命倫理・安全に関する留意事項（公募要領14　
　　 ～15頁を参照）」に記載されている研究については、手続き等が必要とされていること、から､このような計画を含む場合には､計画
     について講じる対策·措置状況について具体的に記入してください｡

	　本研究は、平成15年度はシステム開発と実験、平成16年度はシステム改善と商品化という目標をたて、次のような方法で研究を推進する。

◎平成15年度

　研究の初年度は、遠隔による学習支援システムの設計、開発、実験など、次のような研究課題と取り組む。

(1) 「ユビキタス遠隔指導システム」の設計

従来の学校教育が教師主導の教授形態であったことをふまえ、父親など保護者の役割が、ほとんど無視されてきたことを反省し、今後は職場や移動先などどこからでもICTを応用して、生徒の学習状況を把握し、「確かな学力」を支援できるようなシステムを設計する。これを「ユビキタス遠隔指導システム」と呼称する。

ユビキタス遠隔指導システムの主要設備としては、現有設備の低速サーバを使い、遠隔指導システムの設計を行う。また、本格的研究のために高速サーバを一式揃え、LinuxをOSとして採用する。端末コンピュータは現有のものを使用する。現有設備は、その後予備システムと待機として使用する。

(2) 動画・音声の同時配信であるストリーミングとモバイル動画メールの多目的教育利用の検討

インターネットを利用して多数の端末へ配信するストリーミング配信は、実況のライブと記録された画像・音声をリクエストに応じて送り出すオンデマンドの両方式を検討する。モバイル動画メールの多目的な教育的利用も加える。産学共同研究者の勝美印刷株式会社と大塚商会には、サーバの最適利用とモバイル動画メールの圧縮規格の選択に関する技術的な資料を提供してもらう。

(3) 保護者と学校とのコミュニケーション方法の長所や短所に関する多角的な検討

生徒の学力の向上における両者のかかわりや果たす役割について、教育成果という観点から総合的に検討する。また、「確かな学力」をどのような教科や領域について、本研究では言及するかを特定する。

(4) 教室での授業状況の保護者や学校内の教師らへの同時配信と、モバイル動画メールの組み合わせ実験

この実験では、サーバ機能と受信者の回線状況の関係、受信者数や画面の大きさが、画質や音質などに及ぼす影響などを分析する。モバイル動画メールの圧縮規格の比較実験も行う。

　ユビキタスな遠隔指導システムは以下のような構成となる。

　　・ストリーミングサーバ

　　・オンデマンドサーバ

　　・WWWサーバ

　　・ブロードキャストサーバ（MPEG4圧縮用)

　　・モバイル携帯動画メールサーバ

　　・IP携帯電話

　　・デジタルビデオカメラ



	基盤研究(A·B·C)
	 研究機関名
	　兵庫教育大学
	 研究代表者氏名
	　成田　滋


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

基盤Ａ･Ｂ･Ｃ(一般)－８
	 研究計画･方法（つづき）

◎平成16年度

　研究の2年度は、本システムの学校などへの普及に向けた商品化をめざす。具体的には、次の4つの作業を中心に研究を進める。

　

(1) ユビキタスな遠隔指導システムの使い良さを向上させるインターフェイスの改良とその効果の検証

この作業は、遠隔で生徒の学習をモニターする保護者や現職教師へのシステムの細部に関する調査の実施、それに基づくシステムの改良やインターフェイスの改善、外部評価による本システムの信頼性などの検討である。

(2) ストリーミングやVODサーバの最適設定、ストリーミング技術や画質に関するテクニカルなデータの分析

この作業は、産学共同研究者の勝美印刷株式会社と大塚商会に担当してもらい、システムの改善を図る。また、個人認証と個人データの保護に関するセキュリティ対策を担当する。

(3)「確かな学力」を育成する教育的効果と、生徒の個別の学習計画や教材提示の機能、学習教材と資源データベースの効用、さらに保護者と教師、あるいは生徒との学習過程のモニターや学習相談の利便性の検討

本システムは、附属小中学校での検証実験が欠かせない。また、こうした実験で収集したデータの検討には、兵庫県立教育研修所の協力も仰ぐ。システムの改善が終了する時点で、このユビキタスな遠隔指導システムの商品化と市場での公開に向けた協議を研究分担者と産学共同研究者とで行う。

(4) 研究成果のまとめ、海外を含めた学会などでの発表、あわせてデジタルと印刷媒体での報告書の作成。


	  研究組織を研究(1)で組織する理由等（公募要領8頁を参照）
        研究代表者と異なる研究機関に所属する研究者を研究組織の人数の1/2を超えて研究分担者として加える場合には、①当該研究の特殊性及び②当該
      研究計画の遂行上、研究(1)の組織形態でなければならない理由を必ず記述してください。
　　　　また、研究代表者と異なる研究機関に所属する研究者を研究分担者として加える研究であって、例えば、遠隔地に所在する研究機関において実施
      する一定規模の分担研究など、研究分担者に研究費の一部を配分しないと研究遂行上大きな支障がある場合には、研究費の一部を配分しなければ分担
      部分の研究実施が困難な理由を必ず記述してください。

	


基盤Ａ･Ｂ･Ｃ(一般)－９
	 研 究 業 績
最近５カ年間に学術誌等に発表した論文､著書のうち本計画に関連する重要なものを選定し､研究組織欄に記入された研究者ごとに､現在から
順に発表年次を過去にさかのぼって記入してください｡なお､この頁で記入できない場合は､裏面を使用してください。

	研究代表者·分担者氏名
(所属研究機関・部局・職名)
	　発表論文名·著書名
(著書名､論文名､学協会誌名､巻(号)､最初と最後のページ､発表年(西暦))
(以上の各項目が記載されていれば､項目の順序を入れ替えても可｡著者名が多数にわたる場
合は､主な著者を数名記入し以下を省略(省略する場合､その員数と､掲載されている順番を○
番目と記入)しても可｡なお､研究代表者及び研究分担者にはアンダーラインを付すこと｡)
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